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計算書類 
貸 借 対 照 表 

（２０２４年３月３１日現在） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

 

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 ・ 契 約 資 産 

商 品 ・ 貯 蔵 品 

仕 掛 品 

未 収 入 金 

前 渡 金 

前 払 費 用 

関 係 会 社 預 け 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

機 械 及 び 装 置 

工具、器具及び備品 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

ソフトウェア仮勘定 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

敷 金 

前 払 年 金 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 

 

 

２４，６１８，２６７ 

６１，７７５ 

８，６６９，５１５ 

１８０，１９８ 

１５６，００６ 

８，９７１，３９８ 

６２３ 

１，０５６，５８８ 

５，５２０，５９５ 

１，９８３ 

△４１７ 

 

１２，８０２，６７５ 

２，０５５，７１５ 

５１０，２８４ 

１６２ 

１，５４５，２６８ 

２，８１５，１９１ 

５３，２６２ 

２，４１４，７７４ 

２６７，５００ 

７９，６５２ 

７，９３１，７６８ 

２，３７７，５３０ 

１２１，３７２ 

７９３，２４９ 

１，７９７，７０９ 

２，８１６，９６４ 

２４，９４３ 

 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 

契 約 負 債 

預 り 金 

ソフトウェア補修引当金 

資 産 除 去 債 務 

 

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

資 産 除 去 債 務 

 

 

１２，７２０，８１２ 

４，３４７，３２３ 

２，５３５，００３ 

２，１７２，８６３ 

５７２，７５８ 

４７７，８５３ 

２，４１４，８７３ 

１１３，４５４ 

６２，５４３ 

２４，１３９ 

 

１０，７４２，８５１ 

１０，５０２，１８４ 

２７，３８７ 

２１３，２８０ 

 

 

負 債 合 計 ２３，４６３，６６４ 

 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

その他資本剰余金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

任 意 積 立 金 

繰越利益剰余金 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 

 

 

 

１２，６２３，０３９ 

５００，０００ 

３００，０００ 

３００，０００ 

１１，８２３，０３９ 

１２５，０００ 

１１，６９８，０３９ 

１００，０００ 

１１，５９８，０３９ 

 

１，３３４，２３９ 

１，３３４，２３９ 

純 資 産 合 計 １３，９５７，２７８ 

資 産 合 計 ３７，４２０，９４３ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 ３７，４２０，９４３ 

（注）計算書類の記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

自 ２０２３年４月 １日 

至 ２０２４年３月３１日 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

 

売 上 高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 

物 件 貸 付 料 収 入 

そ の 他 

営 業 外 費 用 

そ の 他 

経 常 利 益 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 利 益 

 

 

 

 

 

 

 

 

１３２，２５７   

３０，２５１   

１６，５５１   

 

 ４，６７３   

 

 

    ８４４，６０８   

△７０，５７６   

 

 

５２，１７２，８１４   

３９，７１３，６９３   

１２，４５９，１２０   

９，９９７，２８３   

２，４６１，８３６   

 

 

 

１７９，０５９   

 

４，６７３   

２，６３６，２２３   

２，６３６，２２３   

 

７７４，０３２   

１，８６２，１９１   
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個別注記表 
 

１．重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式 ･･･････････ 移動平均法による原価法 

②その他有価証券  

市場価格のあるもの ･･･ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のないもの ･･･ 移動平均法による原価法 

 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品 ･･･ 移動平均法による原価法 

仕掛品 ･･･ 個別法による原価法 

貯蔵品 ･･･ 最終仕入原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

     

（３）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 ･････････････････････････ 定額法 

②無形固定資産（ソフトウェアを除く） ･･･ 定額法 

③ソフトウェア 

市場販売目的のソフトウェア 

見込販売期間（３年以内）における販売数量または収益に基づく償却額と販売可能な残存販売

期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法 

自社利用目的のソフトウェア 

見込利用可能期間に基づく定額法 

 

（４）引当金の計上基準 

貸倒引当金 ･･･････････････ 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については債権の回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

工事損失引当金 ･･･････････ 当事業年度に着手した受注制作ソフトウェアのうち損失の発生が見

込まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損失見込額を

計上しております。 

ソフトウェア補修引当金 ･･･ ソフトウェア製品の引渡後の無償補修費用に充てるため、保証期間

内の補修費用見込額を、過去の瑕疵担保実績等を基礎に計上してお

ります。 

退職給付引当金 ･･･････････ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間等に

基づく年数による定額法により、翌事業年度から償却することとし

ております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく

年数による定額法により、発生時より償却することとしております。 

役員退職慰労引当金 ･･･････ 役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上しております。 

              なお、２０２２年６月１６日開催の第３７回定時株主総会の終結の時をも

って、役員の退職慰労金を廃止しております。同株主総会以前の期間

にかかる退職慰労金については、各役員の退任時に支給することと

しております。 
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（５）収益及び費用の計上基準 

当社は、「情報通信ネットワークを利用する各種サービスの提供とそれらサービス提供に必要なシステ

ムの賃貸・販売」、「情報通信システムの設計、開発、建設、販売、運用・保守」および「ソフトウェア

の設計、開発、販売、運用・保守」を主な事業としております。 

売り切りライセンスやハード販売においては、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す

履行義務を負っております。当該履行義務は商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品

又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引き渡し時点で収益を認識しております。 

また、「magicConnect」など一定の期間にわたり充足される履行義務については、利用期間やサービス

の提供期間に応じて均等按分し、収益を認識しております。 

なお、受注制作のソフトウェアについて、工事収益総額または工事原価総額を信頼性をもって見積も

ることができる場合には、測定した履行義務の充足に係る進捗度に応じて収益を認識しております。 

また、「SPLA」など代理人に該当すると判定された取引については、顧客から受領する対価から仕入先

に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。判定にあたっては、履行責任、在庫リスク、

価格裁量権等を勘案し、当該取引における履行義務の性質が、自ら提供する履行義務に該当するかを基

準としております。 

 

 

（６）その他 

グループ通算制度を適用しております。 

 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額 ２，４９６，４０４千円 

 

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権   ２９０，１８２千円 

短期金銭債務   ６１０，７７９千円 

 

 

３．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産 

   減価償却超過額             １７４，９８５千円 

未払費用                ４４８，４３２千円 

未払法人税等               ５２，９９６千円 

退職給付引当金           ３，１８３，３９０千円 

資産除去債務               ７１，９６５千円 

投資有価証券評価損            ６６，６８５千円 

その他                  ７８，７８７千円 

繰延税金資産小計          ４，０７７，２４４千円 

評価性引当額              △９６，２０５千円 

繰延税金資産合計          ３，９８１，０３９千円 

繰延税金負債 

資産除去債務に対応する除去費用   △３８，５７６千円 

前払年金費用             △５４４，９１８千円 

その他有価証券評価差額金       △５８０，３４５千円 

その他                    △２３５千円 

繰延税金負債合計         △１，１６４，０７５千円 

繰延税金資産の純額          ２，８１６，９６４千円 
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グループ通算制度の適用による法人税等並びに税効果会計の会計処理 

当社はグループ通算制度を適用しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の

会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」

（実務対応報告第４２号 ２０２１年８月１２日）に従っております。 

 

 

４．関連当事者との取引に関する注記 

（１）親会社及び法人主要株主等 

（単位：千円） 
種類 会社等の 

名称 

議決権等の 

所有（被所有）

割合 

関連当事者との

関係 

取引の内容 取引金額 

（注２） 

科目 期末残高 

（注２） 

親会社 日 本 電 信

電話㈱ 

被所有 

 直接 100% 

ＩＴシステムに係る

業務受注 

役員の兼任 

売上高（注１） 

通 算 税 効 果

額の精算 

 

８，９８９，９７６ 

４９，３６４ 

売掛金 

未払金 

２６２，０６６ 

５０，５４０ 

（注１）価格その他の取引状況は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

（注２）取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。 

 

（２）子会社及び関連会社等 

（単位：千円） 
種類 会社等の 

名称 

議決権等の 

所有（被所有）

割合 

関連当事者との

関係 

取引の内容 取引金額 

（注２） 

科目 期末残高 

（注２） 

子会社 ＮＴＴテクノ

クロスサー

ビス㈱ 

所有 

 直接 100% 

ＩＴシステムに係る

業務発注 

 

作業委託 

（注１） 

２，５２４，１６８ 買掛金 

未払金 

３７０，８２２ 

１４５，３０２ 

（注１）価格その他の取引状況は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

（注２）取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。 

 

（３）兄弟会社等 

（単位：千円） 
種類 会社等の 

名称 

議決権等の

所有 

(被所有)割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 

（注２） 

科目 期末残高 

（注２） 

親 会 社 の

子会社 

ＮＴＴファイナ

ンス㈱ 

なし 当社主要 

委託先 

資金の預入 

資金ネッティ

ング 

資金預入（注

３） 

２４，９６１，５１１ 

 

８，１０１，１５１ 

未収入

金 

預け金 

８，８７１，８２９ 

 

５，５２０，５９５ 

親 会 社 の

子会社 

エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ㈱ 

なし 当社主要 

得意先 

売上高（注１） ６，７１６，０４４ 売掛金 １，３７５，２７９ 

親 会 社 の

子会社 

㈱ＮＴＴドコモ なし 当社主要 

得意先 

売上高（注１） ６，１２０，７１５ 売掛金 ２６３，８０７ 

親 会 社 の

子会社 

㈱ＮＴＴデータ なし 当社主要 

得意先 

役員の兼任 

売上高（注１） ３，２３５，３８６ 売掛金 ７６３，３４８ 

親 会 社 の

子会社 

西 日 本 電 信

電話㈱ 

なし 当社主要 

得意先 

売上高（注１） ３，６７３，０２７ 売掛金 ５９，０８９ 

親 会 社 の

子会社 

東 日 本 電 信

電話㈱ 

なし 当社主要 

得意先 

売上高（注１） ２，８８０，６３３ 売掛金 ３３３，５２１ 

親 会 社 の

子会社 

ドコモ・テクノ

ロジ㈱ 

なし 当社主要 

得意先 

売上高（注１） １，５８０，３７７ 売掛金 ４７７，８６７ 

親 会 社 の

子会社 

㈱NTT データ

グループ（注

４） 

なし 当社主要 

得意先 

売上高（注１） １，３５３，４５０ 売掛金 ９７，７６６ 

（注１）価格その他の取引状況は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

（注２）取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 
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（注３）資金預入取引については、期中平均残高を取引金額としています。 

（注４）２０２３年７月１日付で㈱エヌ・ティ・ティ・データから商号変更しております。 

 

 

５．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額   １，３９５，７２７円 ８９銭 

１株当たり当期純利益    １８６，２１９円 １２銭 

 

 

６．重要な後発事象に関する注記 

（１）投資有価証券売却益の計上 

当社は２０２４年４月８日に、当社が保有する株式会社テラスカイ（本社：東京都中央区、代表取締

役ＣＥＯ 社長執行役員： 佐藤秀哉、以下「ＴＳ社」）の株式の全てを株式会社ＮＴＴデータ（本社：

東京都江東区、代表取締役社長：佐々木裕、以下「ＮＴＴデータ社」）に譲渡することを決議し、２０

２４年４月１６日付で東京証券取引所の立会外取引（ToSTNeT-1）により譲渡いたしました。 

これにより２０２５年３月期に投資有価証券売却益（特別利益）を計上する見込みであります。 

 

①投資有価証券売却の理由 

Salesforce のビジネス強化を図るＮＴＴデータ社から、国内 Salesforce マーケットのリーダポジシ

ョンに位置するＴＳ社との資本提携のために、当社が保有するＴＳ社株式の譲受の依頼がありました。

当社としては、ＴＳ社への出資によって当社 Salesforce 関係ビジネスの立ち上げに資することがで

きたこと、また今後はＮＴＴデータの Salesforce ビジネス強化によりグループ一体での当該ビジネ

ス拡大が見込まれるため依頼に応じてＴＳ社の株式を譲渡することにいたしました。 

 

②投資有価証券売却の内容 

売却株式：当社が保有するＴＳ社株式の普通株式１，３８４，６００株（当社持分比率１０．７６％）

の全て 

投資有価証券売却益：１７．７億円 

 


